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（出典：近畿運輸局）

1部 関西の現状と課題 第1節 関西の地域構造
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ゼロメートル地帯の位置と断面図資料：近畿地方整備局作成

アジアとのつながりが深い関西

JR大阪駅周辺と淀川（出典：近畿地方整備局）

太平洋

天橋立（出典：近畿地方整備局）

吉野山（出典：近畿地方整備局）

資料：近畿地方整備局作成

資料：近畿地方整備局作成

出典：近畿経済産業局
「welcome to 関西！」

関西を脅かす自然災害リスク（大阪都心部のゼロメートル地帯）

世界遺産 古都京都の文化財

世界遺産紀伊山地の霊場と参詣道

多彩な観光資源

都市から近い豊かな自然

多彩な観光資源

大阪平野を形成する淀川

城崎温泉

約1,450万人の水源 琵琶湖

琵琶湖（出典：滋賀県）

関西国際空港（出典：大阪航空局）

八坂の塔（出典： 京都市）

歴史が息づく太古の日本の都

アジアのゲートウェイ
関西国際空港

アジアのゲートウェイ 阪神港

兵庫県播磨地域から滋賀県東部地域にかけての範囲の人口
： 約1,700万人＝近畿の総人口約2,170万人の約78％

(資料：総務省「国勢調査」2010)

ゼロメートル地帯の人口：約138万人
＝近畿の総人口の約７％

(資料：近畿地方整備局資料)



159

14

48

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

関西 関東 その他

○関西には、伝統的・歴史的文化資源が集積。 ○多様な文化を創造、継承、蓄積。

1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(1) 歴史が深く息づき、個性的で多様な地域からなる関西

世界文化遺産 ５／１５件

比叡山延暦寺（古都京都の文化財）
（出典： 滋賀県 ）

熊野本宮大社
（紀伊山地の霊場と参詣道）

姫路城
（出典：公益社団法人ひょうごツーリズム協会）

国宝 彦根城天守
（出典： 滋賀県 ）

2人形浄瑠璃(出典：大阪観光局）

商人の文化

黒門市場
（出典：近畿地方整備局）

天神祭
（出典：大阪観光局）

（出典：近畿運輸局）

関西発祥の芸能・文化

関西の世界文化遺産・祭りなど
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全国の国宝のうち半
数以上が関西に存在 全国の建造物の国宝の

うち約７割が関西に存在
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能楽

歌舞伎

古都鎌倉の寺院・神社
彦根城
飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群
長崎の教会群とキリスト教関連遺産
国立西洋美術館本館
北海道・北東北を中心とした縄文遺跡群
神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群
金を中心とする佐渡鉱山の遺産群
百舌鳥・古市古墳群
平泉－仏国土（浄土）を表す建築・庭園及び考古学的遺跡群
(拡張申請）

世界遺産暫定一覧表
記載物件 ※朱書きが関西の物件

（資料：外務省ＨＰ）

文楽

国宝数

国宝 ５９９／１，０９３件

国指定重要文化財数（国宝含む）

茶道 華道

全国の重要文化財の約5割
（45%）が関西に存在
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水産業
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（凡例） 基礎素材型産業 加工組立型産業 生活関連型産業

資料：「工業統計調査」
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○関西は、古くから我が国の中心を担い、約2,100万の人口と約80兆円の経済規模を有する我が国第二の経済圏。
○関西は第三次産業が７６％を占め、第二次産業ではバランスがとれている。

1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(2) 産業等の諸機能の集積が進んだ関西①

関西の対全国シェア

経済規模(GDP)の国際比較（2012年）

製造品出荷額等の産業中分類別構成比（2013年）

3

※自動車産業に代表される一般輸送機械が特化

※新聞・出版業に代表される印刷・同関連品のシェアが全国平均（1.9％）の1.6倍

※一般輸送機械を除いて全般的にほぼ全国平均並みであり、第二次産業はバランスがとれている

地域別のGRP
（2012年）

我が国第2位の経済規模

関西 日本 シェア

面積（ｋ㎡）　【2013年】 27,095 377,960 7.2%

人口（千人）　【2014年】 20,957 128,438 16.3%

GRP・GDP(兆円)【2012年】 78 470 16.5%

資料：総務省統計局「世界の統計」（関西は内閣府「県民経済計算年報」）
注1）2012年の為替相場（1米ドル=79円）より兆単位に換算
注2）ロシアのGDPは世界第９位。日本はアメリカ、中国に

次いで第３位。オランダ以下はアジア諸国のみ表示

資料：国土地理院「平成25年全国都道府県市町村別面積調」、総務省「住民基本台帳に
基づく人口」、内閣府「国民経済計算年報」、同「県民経済計算年報」

（注）関西のGRP＝2012年度域内総生産（名目）より算出

第1次～3次産業の府県別シェア
（2012:GRPベース)

資料：内閣府「県民経済計算年報」（2012年度域内総生産（名目）より算出）

資料：内閣府「県民経済計算年報」（2012年度域内総生産（名目）より算出）

農業・林業・水産業の府県別シェア
（2012:GRPベース)

資料：内閣府「県民経済計算年報」（2012年度域内総生産（名目）より算出）

第2次、第3次産業は大阪府、第1
次産業は兵庫県のシェアが最大

農業、林業、水産業とも
兵庫県のシェアが最大

２次産業

23.4%
３次産業

76.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１次産業：0.4％
(1.1％)

(23.6％) (75.3％)

第3次産業が76％を占めている

関西の産業構造の構成比(2012:GRPベース)
※下段の（ ）は全国の構成比

順位 国 名 GDP

① アメリカ 1,277

② 中　国 650

③ 日　本 470



○国勢調査による近畿大都市圏は、関東大都市圏と比較して面積は９割強であるのに対し、人口は５割強であり、特に中心
市（東京都区部及び政令指定都市）の人口密度の較差が大きい。

○但し、東京を中心とする都市圏の人口は世界最大規模であり、京阪神を中心とする都市圏の人口も世界第14位（Ｇ８諸国
の中では第3位）との試算もあることから、国際的ステータスは高い。

1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(2) 産業等の諸機能の集積が進んだ関西②

近畿大都市圏と関東大都市圏の比較 参考：世界の大都市圏ランキングの例

4
（凡例） 都市圏境界線 中心市 周辺市町村 資料：「2010年国勢調査報告」

データの出所：DEMOGRAFIA
（http://www.demographia.com/db-worldua.pdf）

※2014年値。着色している都市圏はＧ８諸国
の都市圏。

注）上記資料では「都市圏」の定義が明確
に記載されていないが、「夜間の航空写
真で灯りが連続しているエリアで捉える
のが一般的」としており、通勤圏などの
データに基づくものではなく、視覚的な
市街地の連続性などから定義したもの
と推定される。（資料には、エリアに含む
主な都市名を挙げているが具体的な人
口集計範囲は示されていない。）

関東大都市圏と比較
して、面積９割強に対
し、人口は５割強

指　標 区　分 ①/②

中　心　市 6,525 (33.7%) 16,962 (45.9%) 0.38

周辺市町村 12,816 (66.3%) 19,961 (54.1%) 0.64

計 19,342 (100.0%) 36,923 (100.0%) 0.52

中　心　市 1,753 (13.5%) 2,020 (14.4%) 0.87

周辺市町村 11,280 (86.5%) 12,014 (85.6%) 0.94

計 13,033 (100.0%) 14,034 (100.0%) 0.93

中　心　市 3,722 （－） 8,396 （－） 0.44

周辺市町村 1,136 （－） 1,662 （－） 0.68

計 1,484 （－） 2,631 （－） 0.56

人口密度
（人/k㎡)

①
近畿大都市圏

②
関東大都市圏

人　口
（千人）

面　積
（k㎡)

近畿大都市圏 関東大都市圏

【大都市圏の設定基準】
（中心市）

・東京都特別区部及び政令
指定都市

（周辺市町村）
・中心市への15歳以上通勤・ 通

学者数の割合が当該市町村の
常住人口の1.5％以上であり,か
つ中心市と連接している市町村

国内の24時間空港

出典：国土交通省HP

空港 管理者 運用時間 （利用時間） 備考

成田国際空港 会社管理 24時間 （6：00～23：00） 　―

中部国際空港 会社管理 24時間 （24時間） ターミナルビルの営業時間：5：20～23：30

関西国際空港 会社管理 24時間 （24時間）

東京国際空港 国管理 24時間 （24時間）
深夜早朝時間帯においては、市街地への騒音軽減のため沖側の２本の滑
走路（離陸滑走路延長2500ｍと3000ｍの計２本）に限定して使用

新千歳空港 国管理 24時間 （24時間）
空港周辺地域における航空機騒音軽減の観点から22：00～7：00の間の離
発着が地域住民との合意により6回に制限

福岡空港 国管理 24時間 （7：00～22：00） 　―

北九州空港 国管理 24時間 （24時間） ターミナルビルの閉館時間帯あり（最終便到着後３０分後～始発便出発１

那覇空港 国管理 24時間 （24時間）
23：00～1：30（日曜は～6：30）はメンテナンスのため滑走路及び誘導路を
閉鎖（平成25年１月時点）



○関西は、医薬品産業のシェアが高く、関連する大学や研究機関も多く集積。
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1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(3) 最先端の技術力で我が国を牽引する関西①

関西の医薬品産業のシェアと上位の都道府県

資料：経済産業省「平成25年工業統計表」
注）工業統計細分類における医薬品原薬製造業、

医薬品製 剤製造業、 生物学的製剤製造業、
生薬･漢方製剤製造業の製造品出荷額の
合計値。

関西地域のライフサイエンス分野の主な大学・研究機関(2013年)

関西：滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県
関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、山梨県
中部：長野県、岐阜県、 静岡県、愛知県、三重県

全国の医薬品の
製造品出荷額

（2013年）
７兆77億円

順位 都道府県
医薬品出荷額

（百万円）
全国シェア

１位 埼玉県 916,732 13.1%

２位 大阪府 678,074 9.7%

３位 滋賀県 516,431 7.4%

４位 静岡県 504,423 7.2%

５位 兵庫県 495,839 7.1%

■京都市内
京都大学（医学部、再生医科学研究所、iPS細胞
研究所、メディカルイノベーションセンターほか）
京都工芸繊維大学（地域共同開発センター）
京都府立医科大学
京都薬科大学
(公財)京都高度技術研究所（京都バイオ計測
センター）
クリエイション・コア京都御車

■滋賀県
滋賀医科大学
滋賀県立大学
立命館大学
滋賀県工業技術総合センター
滋賀県東北部工業技術センター
長浜サイエンスパーク
長浜バイオ大学、長浜バイオ
インキュベーションセンター

■神戸医療産業都市ほか神戸市周辺
(独)理化学研究所
発生・再生科学総合研究センター
ライフサイエンス技術基盤研究センター
計算科学研究機構（スパコン「京」）
(公財)計算科学振興財団
高度計算科学研究支援センター（FOCUSスパコン）
(公財)先端医療振興財団
先端医療センター（IBRI）
臨床研究情報センター（TRI）
国際医療開発センター（IMDA)
神戸バイオメディカル創造センター
神戸医療機器開発センター（MEDDEC）
神戸健康産業開発センター（HI-DEC）
神戸大学（医学部、工学部、農学部、神戸バイオテクノ
ロジー 研究・人材育成センター、神戸大学インキュベー
ションセンター）
神戸薬科大学
兵庫医科大学
甲南大学（理工学部、フロンティアサイエンス学部）

■播磨科学公園都市
(独)理化学研究所播磨事業所
SPring-8、SACLA（サクラ）
兵庫県立大学（理学部、生命理学研究科）

■（独）産業技術総合研究所関西センター
関西産学官連携センター
健康光学研究部門

■大阪市内
大阪市立大学
(公財)発酵研究所
大阪府立成人病センター
大阪市立工業研究所

■大阪府南部
大阪府立大学
大阪府立産業技術総合研究所
(公財)ヒューマンサイエンス振興財団
(ヒューマンサイエンス研究資源バンク)
近畿大学（医学部）
熊取アトムサイエンスパーク

■奈良県
奈良県立医科大学

■けいはんな（関西文化学術研究都市）
奈良先端科学技術大学院大学
同志社大学
（独）日本原子力研究開発機構
関西光科学研究所
（公財）国際高等研究所

■大阪府北部
大阪大学（医学部、工学部、蛋白質
研究所、微生物病研究所、免疫学フ
ロンティア研究センターほか）
大阪医科大学
（独）国立循環器病研究センター
彩都ライフサイエンスパーク
（独）医薬基盤研究所、彩都リエゾ
ンオフィス

■和歌山県
和歌山大学
和歌山県立医科大学
近畿大学（生物理工学部)
和歌山県工業技術センター

関西の大学生・大学院生数と
自然科学系研究者及び技術者数

資料：
大学生・大学院生数は
「平成26年度学校基本
調査」
自然科学系研究者及び
技術者数は「平成22年
国勢調査」

資料：近畿経済産業局「JUMPUP関西」を基に
近畿地方整備局作成
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事業所数

滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

バイオ・医療機器産業のシェア

資料：経済産業省「平成25年工業統計表」

全
国
の
圏
域
別

関
西
の
府
県
別

関西は、事業所数
の割合に比べ製造
品出荷額委の割合
が高い。

関西における産学官連携によるバイオ・ライフサイエンス産業の推進にむけた主な取組の例
名称 概要

関西バイオシティ会議
関西でのバイオ産業プロジェクトを産学官あげて推進し、関西経済を活性化させていくことを目的として設
立。関西の大学、バイオ関連研究機関、経済団体、自治体、製薬企業などの代表が委員として参加。

京都バイオシティ構想
京都地域に集積するライフサイエンス分野の次世代を担う新たな産業形成の促進を図るため、産学公連携
のもとに策定されたバイオ産業を大きな柱とする新世紀型の産業政策・都市戦略。

大阪バイオ戦略 大阪の強みであるバイオ産業を一層活性化するため、さまざまな取組みをオール大阪の産学官の強力な

神戸医療産業都市構想
先端医療技術の研究開発拠点を整備し、産学官の連携により医療関連産業の集積を図る国際的な「神戸
医療産業都市」プロジェクトを推進。

関西のリチウム
イオン電池の

シェア

資料：経済産業省「生産動態統計」

関西

61.3%

その

他

38.7%
全国の生産規模

（容量ベース）

21億503万Ah
(2012年)



○関西は、全事業所数に対してグローバルニッチトップ（ＧＮＴ）100選の企業の割合が高い。
○日本のノーベル賞受賞者22名中14名が、関西出身または関西の大学や企業で研究等に従事。
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1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(3) 最先端の技術力で我が国を牽引する関西②

注1）特化係数＝「GNT選定企業数の対全国シェア」／「事業所数の対全国シェア」 ※関西の計算例：24.0％/18.6％＝1.29
注2）経済産業省の「グローバルニッチトップ100選」（2014年3月公表）選定企業の所在地。
注3）事業所数は従業者4人以上の製造業事業所を対象。（平成25年工業統計表）

グローバルニッチトップ（ＧＮＴ）
選定企業の地域別シェア

【グローバルニッチ企業】
すき間産業（ニッチ）の分野に特化することにより、国際市場での競争において優位を確保している企業

資料：経済産業省報道発表資料「グローバルニッチトップ100選」
GNT企業概要」（2014年3月）より作成

受賞年 名前 部門
1949年 湯川秀樹 物理学賞
1965年 朝永振一郎 物理学賞
1968年 川端康成 文学賞
1973年 江崎玲於奈 物理学賞
1974年 佐藤栄作 平和賞
1981年 福井謙一 化学賞
1987年 利根川進 医学生理学賞
1994年 大江健三郎 文学賞
2000年 白川英樹 化学賞
2001年 野依良治 化学賞
2002年 小柴昌俊 物理学賞
2002年 田中耕一 化学賞
2008年 南部陽一郎 物理学賞

小林誠 物理学賞
益川敏英 物理学賞
下村脩 化学賞

2010年 鈴木章 化学賞
根岸英一 化学賞

2012年 山中伸弥 医学・生理学賞
2014年 天野浩 物理学賞

赤崎勇 物理学賞
中村修二 物理学賞

※朱書きが関西関係者
製造業事業所の

地域別シェア

関西 関東 中部 その他
1.29 1.24 0.54 0.93

GNT特化係数

関西：滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,
奈良県,和歌山県

関東：茨城県,栃木県,群馬県,埼玉県,
千葉県,東京都,神奈川県,山梨県

中部：長野県,岐阜県,静岡県,愛知県,
三重県

資料：近畿地方整備局調べ

GNT100選に選定された関西の企業（計24社）

全国の製造業
事業所数
⇒20.8万

製造業事業所数の上位20都道府県

資料：経済産業省「平成25年工業統計表」

日本のノーベル賞受賞者

製造業事業所数は
大阪府が最も多く、
大阪府、兵庫県，京
都府の3府県に全国
の15.3％が集積

関西イノベーション国際戦略総合特区関西における国家戦略特区

資料：首相官邸国家戦略特区特集HPより
近畿地方整備局が作成

特区名 対象区域 目標
関西圏 大阪府、

兵庫県
および
京都府

健康・医療分野における国際的イノベー
ション拠点の形成を通じ、再生医療を始
めとする先端的な医薬品・医療機器等
の研究開発・事業化を推進するととも
に、チャレンジングな人材の集まるビジ
ネス環境を整えた国際都市を形成する。

兵庫県
養父市

兵庫県
養父市

高齢化の進展、耕作放棄地の増大等の
課題を抱える中山間地域において、高
齢者を積極的に活用するとともに民間事
業者との連携による農業の構造改革を
進めることにより、耕作放棄地の再生、
農産物・食品の高付加価値化等の革新
的農業を実践し、輸出も可能となる新た
な農業のモデルを構築する。

【国家戦略特区】 国際競争力強化および国際的経済活動の拠点形成を促進するため、国が定めた経済特区において規制改革等の施策を
総合的かつ集中的に推進する制度。全国で６つの区域を指定。,
【総合特区】先駆的取組を行う実現可能性の高い区域に国と地域の政策資源を集中させ、地域の包括的・戦略的なチャレンジをオーダー
メードで総合的に支援し、国と地域の協働プロジェクトとして推進する制度。地域からの規制改革等の提案を受け、全国で48地域を指定。

資料:(公社)関西経済連合会資料

社　名 所在地 社　名 所在地

株式会社堀場製作所 京都市南区 ダイソー株式会社 大阪市西区

TOWA株式会社 京都市南区 テイカ株式会社 大阪市中央区

株式会社イシダ 京都市左京区 東洋炭素株式会社 大阪市西淀川区

株式会社エンジニア 大阪市東成区 扶桑化学工業株式会社 大阪市中央区

大阪精密機械株式会社 大阪府東大阪市 有限会社新喜皮革 兵庫県姫路市

向陽技研株式会社 堺市西区 メック株式会社 兵庫県尼崎市

株式会社フジキン 大阪市北区

大東プレス工業株式会社 大阪市鶴見区 オプテックス株式会社 滋賀県大津市

株式会社竹中製作所 大阪府東大阪市 エスペック株式会社 大阪市北区

株式会社ムラタ溶研 大阪市淀川区 サンユレック株式会社 大阪府高槻市

富士電子工業株式会社 大阪府八尾市

株式会社シマノ 堺市堺区 株式会社ユニソク 大阪府枚方市

太陽工業株式会社 大阪市淀川区

YSテック株式会社 大阪府吹田市

機械・加工部門（10社/52社）

消費財・その他部門（3社/13社）

素材・化学部門（6社/20社）

電気・電子部門（5社/15社）

【対全国シェア】
関東３都県：15.9％
関西３府県：15.3％
中 部 ３ 県 ：13.0％

関西
24.0%

関東
33.0%

中部
11.0%

その他
32.0%

関西
18.6%

関東
26.7%

中部
20.4%

その他
34.4%
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1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(4) アジアとのつながりが深い関西①
○関西からの輸出額の約70％、輸入額の約60％は、対アジアである。
○関西の輸出額と輸入額は、2012年を境に逆転し、現在は輸入額の方がわずかに多い。

※貿易相手地域のエリア区分
中国を除くアジア：韓国、台湾、東南アジア諸国、

インド等の南アジア諸国
北米：アメリカ、カナダ
欧州・ロシア：欧州諸国、旧ソ連圏諸国、トルコ
中東：ペルシア湾岸諸国、イラン、イスラエル。

エジプトはアフリカに含む
その他：大洋州、中南米、アフリカ
※税関別統計の相手地域表は、アジア、北米等の
エリア別集計を基本としており、国別貿易額は
額の小さな国は示していない

資料：財務省「貿易統計」

関西の輸出入額の相手地域別の構成（2014年）
関西における輸出入額の推移

【輸出】

【輸入】

関西の輸出総額
（2014年）

1,567百億円

対アジア67%

関西の輸入総額
（2014年）

1,631百億円 対アジア56%

資料：財務省「貿易統計」

阪神港の輸出額の相手地域別の構成（2014年）

462

155

129

64
16

115

アジア(中国除く）
中国
北米
欧州･ロシア
中東
その他

49%

16%

14%

7%

2%
12%

157

86

43

27
4 9

アジア(中国除く）
中国
北米
欧州･ロシア
中東
その他

1%3%

48%

26%

13%

8%

阪神港の輸出総額
（2014年）
940百億円

大阪港の輸出総額
（2014年）
326百億円

対アジア66% 対アジア75%

資料：財務省「貿易統計」

【阪神港（神戸港・大阪港）】 【大阪港】

舞鶴港の外貿コンテナ
取扱貨物量の推移

資料：京都府「京都舞鶴港港湾統計」

輸出の対全国シェア
は21.4％



【アジア・ユーラシアダイナミズム】 ダイナミズムとは、力強さ、活力、内に秘
めたエネルギーなどを意味する言葉であり、アジア、ユーラシア諸国の著し
い経済成長を指して、アジア・ユーラシアダイナミズムと呼ぶ。

8

1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(4) アジアとのつながりが深い関西②

関西国際空港の国際線ネットワーク

関西国際空港からの入国者数の内訳

1人当たり国内総生産(名目GDP）

○完全24時間空港である関西国際空港では、発着する国際就航便の約８割が対アジア。
○アジアの経済発展はめざましく、1990年から20余年で、1人あたり国内総生産が1万ドル以上の国・地域数は５から１３に

急増。今後ともアジアからの来訪者の増加が見込まれる。

注）2015年夏期就航スケジュール。関西国際空港ホームページ資料より作成

注）上位１０ヵ国及びアジア諸国で10,000ドル以上の国々を対象

資料：総務省統計局「世界の統計」

資料：法務省「出入国管理統計」

阪神港の取扱貨物量の推移

資料：法務省「港湾統計」

旅客便 貨物便 計

就 航 国

(地域)数
21 18 24

就 航

都市数
54 40 70

アジア諸国の利用者は
2013年：約200万人
2014年：約280万人

ヨーロッパ 週39.5便

北米 週52.5便

オセアニア 週10便

ハワイ 週21便
グアム 週28便

アジア 週864便（84％）

うち中国 週399.5便

就航国 <地域>
アメリカ、<グアム>、カナダ、イギリス、ドイツ、オランダ、
フランス、イタリア、フィンランド、アゼルバイジャン、トルコ、
アラブ首長国連邦、カタール、韓国、中国、<台湾>、
フィリピン、ベトナム、タイ、マレーシア、シンガポール、
インドネシア、インド、オーストラリア （計24ヵ国（地域））

旅客便 貨物便 計

就 航 国

(地域)数
21 18 24

就 航

都市数
59 40 74

主要空港のアジア便
就航都市数

資料：新関西国際空港(株)資料

空港名 就航都市数
関西 50都市
成田 40都市
中部 21都市

アジア諸国
の国・地域
数は ５

ア
ジ
ア
諸
国
の
国

・
地
域
数
は

13

順
位

国
（地域）

1人当たり
GDP（米ドル)

順
位

国
（地域）

1人当たり
GDP（米ドル)

1 スイス 36,565 1 ルクセンブルク 113,373

2 ルクセンブルク 33,182 2 ノルウェー 103,586

3 スウェーデン 29,025 3 カタール 93,352

4 フィンランド 27,852 4 スイス 84,854

5 ノルウェー 27,739 5 オーストラリア 65,600

6 デンマーク 26,426 6 スウェーデン 60,566

7 アイスランド 25,008 7 デンマーク 59,921

8 日本 24,971 8 シンガポール 54,649

9 アメリカ合衆国 23,495 9 アメリカ合衆国 52,392

10 オーストリア 21,481 10 カナダ 52,270

19 カタール 15,446 13 クウェート 52,198

22 香港 13,277 22 日本 38,644

24 シンガポール 12,875 23 香港 38,039

25 イスラエル 12,862 24 イスラエル 37,704

27 韓国    26,482

28 サウジアラビア 25,962

29 バーレーン 24,695

30 オマーン 21,929

33 台湾 21,072

42 トルコ 10,972

43 マレーシア 10,514

…… …

45 メキシコ 10,293

50 中国 6,626

1990年 2013年

アジア諸国

メキシコまでの45カ国が
GDP10,000ドル以上。
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1部 関西の現状と課題 第２節 関西の特徴

(5) 人と自然のつながりが深い関西
○JR大阪駅から25㎞圏（概ね30分圏）内に余暇を楽しめる自然が多数存在。

円山川下流域のコウノトリ

串本沿岸のサンゴ
港沿いに広がる市街地

熊野古道
（出典：神戸市）

琵琶湖湖岸の葦
（出典：滋賀県提供）

住宅に近い六甲山



現在
将来過去

人口のピークは2010年
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(1) 本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進展①

資料：1980～2010年は総務省統計局「国勢調査報告」、2015～2040年は国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」

【全 国】 【関 西】

２府４県
198市町村

<関西>
ＤＩＤ地区

２府４県
129市町村

<関西>
ＤＩＤ地区

以外

２府４県
69市町村

関西：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県※本資料では、ＤＩＤ地区=DIDを少しでも含む市町村、DID地区以外＝DIDを含まない市町村をそれぞれ指す。

53.9％

63.7％

53.8％

64.9％

50.0％

現在
将来過去

80年代から既に減少基調

約３１％減少…対策なければ18市町村では50％超減少

約１６％減少

（310万人減）

現在
将来過去

人口のピークは2010年
現在

将来過去

人口のピークは2010年

約１６％減少

（340万人減）

○国勢調査によれば、2010年をピークに全国、関西のいずれも人口減少に転じている。
○関西のDID地区以外の人口は、関西のDID地区より早くピークを迎え、このままだと、2010年から2040年までの人口減少の

割合は3割を超えると推計。

注）国勢調査人口は年齢不詳を含むため、各年齢階層別人口の合計値と総人口が一致しない場合がある

（参 考）
2000～2010年
の人口推計
（単位：万人）

2000年 12,693

2001年 12,732

2002年 12,749

2003年 12,769

2004年 12,779

2005年 12,777

2006年 12,790

2007年 12,803

2008年 12,808

2009年 12,803

2010年 12,806

2025年には約700万人減

2050年には約3,100万人減
の約9,700万人

人口推計のピークは
2008年の1億2800万人
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(1) 本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進展②

65歳以上人口の将来見通し（関西）

○府県別の合計特殊出生率は、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県が全国平均の１．４３を下回っており、関西平均は１．３６と低い。
○一方、関西の65歳以上人口は今後も増加の一途であり、2050年には約620万人と推定され、75歳以上人口は、2010年と比べ

100万人を超える増加となる見通し。

11

2050年の65歳以上
人口の増減状況

・2010年から2050年までの居住
メッシュ（1㎢毎）における増減率

保育所待機児童数の推移

資料：厚生労働省「保育所関連状況とりまとめ」

関西全体での待機児童数は
東京都の２割弱であるが、近
年は急増傾向を示している

231 262 299 281 229 223 247 276 263 221

175
218
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（凡例）

75歳以上人口

65～74歳人口

（万人）

53.3％

46.7％
52.5％

47.5％

64.0％

36.0％

６５歳以上人口は
2020年まで急増

2025年：団塊世代が75歳以上に

2030年：75歳以上が370万人超

⇒高齢者の社会参加の促進や、

介護施設等の整備が課題

府県別の合計特殊出生率（2014年速報値）

資料：国立社会保障・人口問題研究所の人口問題資料集より

注）全国平均は15～49歳の各歳における出生率の合計値、
都道府県の値は5歳区分毎の出生率の合計値。

全国平均：
1.43

関西平均：
1.36

関東平均：
1.27

合計特殊出生率の推移

人口置換水準の2.07との乖離が大きい

1980年代以降は1ポイント台で推移

資料：2005年、2010年は総務省統計局「国勢調査報告」、
2015年～2040年は国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口

資料：厚生労働省「平成２６年 人口動態統計月報年計（概数）」
注）全国、関西、関東の各平均値は2013年の確定値より算出



1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(1) 本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進展③
○我が国の総人口に占める65歳以上人口の割合は、2013年には25％を超えている。
○関西のDIDを含まない69市町村のうち、18市町村は2040年の人口が1/2以下となる見通し。

12

資料：国立社会保障・人口問題研究所 注）1970年，2010年は国勢調査、2013年は人口推計、2060年は将来推計人口（平成24年1月推計）

わが国の人口ピラミッドの推移

■年齢階層別の人口構成比

【1970年】

（万人）

【2010年】

（万人）

【2060年】（将来推計）

（万人）

（凡例）
老年人口（後期）・・・75歳以上
老年人口（前期）・・・65～74歳
生産年齢人口・・・・・15～64歳
年 少 人 口・・・・・15歳未満

ＤＩＤを含まない市町村の将来人口の伸び率（2010年→2040年）

伸び率0.5以下の市町村

注）関西の198市町村数におけるＤＩＤの有無は国勢調査より判別。 資料：将来人口は国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口。

1970年 2010年 2013年 2060年

7.1% 23.0% 25.1% 39.9%

68.9% 63.8% 62.1% 50.9%

24.0% 13.2% 12.9% 9.1%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

老　年　人　口（65歳以上）

生産年齢人口（15～64歳）

年　少　人　口（15歳未満）

計

2013年時点の65歳以上
人口比率は25％超

人口10万人あたりの医師数

2040年の人口が2010年の1/2以下となる
市町村は69市町村のうち18市町村

関西における対関東の年齢階層別転入超過量（15～64歳）

資料：総務省統計局
「国勢調査報告」

注）2010年における5年前
の常住地からの転入
量と転出量の差

【関西（2府４県）】
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

【関東（1都7県）】
茨城県、群馬県、栃木県、埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県、山梨県

特に25～29歳の東京圏等への転出が多いものの、
15～24歳のt他圏域からの流入により、生産年齢人
口は社会増

資料：国立社会保障・人口問題研究所
注）1970年，2010年は国勢調査、2013年は人口推計、2060年は将来推計人口（平成24年1月推計）

資料：厚生労働省「平成24年医師・歯科医師・薬剤師調査」
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人口あたり医師数は全国平均を大
きく上回り、特に京都府は充実



1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(1) 本格的な人口減少社会の到来と急激な高齢化の進展④
○高齢者人口の急増に伴い、介護サービス需要が大幅に増大すると予想され、特に大都市圏でその傾向が高い。
○現在の介護保険施設の利用率をもとに単純に平成37年の施設利用者数を推計（※）すると、大阪府では現在（平成22年）の

定員の2.4倍程度の人数となるが、大阪圏は東京圏に比べるとまだ余裕がある。
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平成22年介護保険施設定員

平成37年利用者/平成22年定員（※）

平成22年利用者/平成22年定員

平成37年の施設のサービス利用者数(推計)に対する現在の介護保険施設定員数の比率

（※）平成22年時点介護保険施設の定員が
平成37年まで全く増えないと仮定した場
合の施設定員数に対する利用者の割合

（出典）国土交通省「平成24年度首都圏整備に関する年次報告」

※平成22年性別・年齢別人口は「国勢調査」（総務省）、平成22年性別・年齢別・要介護度別要介護認定者数、平成22年年齢別・要介護度別施設のサービス
利用者数及び平成22年の施設の定員数は「平成22年介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）、平成37年性別・年齢別人口は「日本の市区町村別
将来推計人口（平成20年12月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに国土交通省都市局作成。

※施設のサービスは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設のサービス。

高齢者のグループ活動への参加状況の推移

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」
（平成25年）

注1）調査の対象は全国の６０歳以上の男女
注2）＊は調査時に選択肢がない等によりデータが存在しないもの

現状（H22）では、介護施設利用者と施設定
員の需給バランスは全国的にほぼ均衡

介護施設供給量がH22の水準のまま推移すれ
ば、H37には全国的に施設供給が不足し、特に
大都市圏、中でも東京圏で顕著。

高齢者の社会参画の意識は高まっている 平成２５年

平成１５年

平成５年

* *



1 

55 

49 3 7 16 

1,195 

73 30 

123 

66 
5 

75 84 

3,657 

251 

-

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

京都 大阪 兵庫 奈良 埼玉 千葉 東京 神奈川

1993年 2013年

(社) 

京都、大阪、兵庫の合計

105 219

※(  )は対全国シェア

(76.0％)
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京都、大阪、兵庫の合計

1,010 680

(50.9％) (54.3％)

(12.6％)(17.2％)

※(  )は対全国シェア
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(2) 関西の相対的地位の低下と東京一極集中からの脱却①
○域内総生産額をみると、関東は関西の２倍以上の経済規模があり、大阪に本社を置く企業の中には、本社機能の一部又は

全部を東京または大阪以外に移転させてきている。

域内総生産額（GRP)の産業別内訳

資料：内閣府「県民経済計算年報」（2012年）

第Ⅰ分類：大阪にのみ本社を置く企業
第Ⅱ分類：複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業
第Ⅲ分類：複数本社制を採用し、他府県に主たる本社を置く企業
第Ⅳ分類：1985年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いていたが、現在
は置いていない企業

大阪の企業本社の推移

第Ⅰ分類 第Ⅱ分類 第Ⅲ分類 第Ⅳ分類

79社

155社

158社

139社

121社

143社

60%

54%

58%

60%

61%

31%

34%

34%

32%

29%

9%

12%

8%

8%

10%

63% 8%29%2社

2社

7社

18
社

33
社

（社）

域内総生産額（GRP)の伸び

出典：大阪産業経済リサーチセンター ２０１４版 「なにわの経済データ」
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大阪圏

東京圏

資料：内閣府「県民経済計算年報」

１．９７倍

１．４８倍

［百億円］

［単位：百億円】

内国普通法人数
(資本金10億円以上)

外国法人の在日拠点数

資料：国税庁「国税統計年報」

資料：国税庁「国税統計年報」

本社を大阪から他の都道府県へ
移す企業が増加の一途。

京都･大阪･兵庫の
法人数が大きく減少

京都･大阪･兵庫に拠
点を置く外国法人は
増えているが、東京と
は大きな較差

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 （一般職業紹介状況）」

有効求人倍率

1.33
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企業等の役員に占める起業者の割合

1997年以降、常に東京より低い状況

資料：総務省「就業構造基本調査」
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○大阪圏では、20歳代を中心に青年層の東京圏への流出が顕著である一方、その他の地域からは流入超過。対して東京
圏は、20歳代を中心として全国から人口が流入。

圏域間の年齢階層別転入超過量（2010年）
（5年前（2005年）の常住地からの移動状況）

資料：総務省統計局「国勢調査報告」

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(2) 関西の相対的地位の低下と東京一極集中からの脱却②

100

0

50

大 阪 圏 （京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）

100

50

0

200

300

（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）東 京 圏

■1961年時点と現在の比較

※数値は転入超過量(千人)

対東京圏へはほぼ全ての年齢層が転出超
過となっており、転出超過量6.8万人のうち、
20歳代が3.5万人で約半数を占めている。

15

年齢階層別転入超過量（大阪圏・東京圏・名古屋圏）

（2010～2014年の1年平均）

資料：住民基本台帳人口移動報告
注）2010年～2014年の各年の転入超過量の平均値

（千人）

東京や名古屋圏と同様に15～24歳
は転入超過がみられるが、20歳代後
半の世代では一転して転出超過

注）大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県

３大都市圏の転入超過量の推移

東 京 圏 ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
大 阪 圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県

大阪圏は1970年代半ば以降、
社会減が続いている

資料：総務省統計局
「住民基本台帳人口移動報告」

大阪圏は人口流入がピークであった1961
年時点でも東京圏へは既に転出超過



○基幹航路（北米・欧州航路）における大型コンテナ船の割合は年々増加している。
○関西の広域高速道路ネットワークは、特に日本海側や紀伊半島に未事業化路線が存在するなど、整備が遅れている。

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(2) 関西の相対的地位の低下と東京一極集中からの脱却③

16

広域高速道路ネットワークのミッシングリンク

出典：近畿地方整備局資料

各府県における転入
・転出状況（2014年）

世界のコンテナ船の船型の動向
（基幹航路における投入船舶規模別の隻数の推移）

注）TEU：20ftコンテナ換算のコンテナ取扱個数の単位
（Twenty-foot Equivalent Units）

資料：平成20年～平成26年版国際輸送ハンドブック
（Commerce Ltd)による。

大型コンテナ船の割合は
年々増加



○開通から５年が経過した第二京阪道路の沿線では企業や工場の立地および住宅開発が進展しており、沿線都市の法人税
収や製造品出荷額および人口等が大きく増加するなどの効果をもたらしている。

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(2) 関西の相対的地位の低下と東京一極集中からの脱却④

17出典：近畿地方整備局資料

第二京阪道路の沿線都市への整備効果

企業や工場の立地の進展 住宅立地の進展

八幡市の４つの工業
団地で122件、枚方

市の１つの工業団地
で23件、計145件の
企業・工場が操業
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(3) 外国人旅行者の急激な増加①
○日本を訪れる外国人は年々増加しており、2014年は既に1,300万人を超え、約４割の530万人が関西を訪れている。また、

2014年の関西の外国人宿泊者数は約1,100万人泊であり、2014年は2007年の約2.6倍に伸びている。
○日本国内で関西を訪れる外国人も増加しており、その訪問先は、大阪府と京都府が大半を占める。

資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」
（※アンケート結果であるため、実数表記はせず

比率のみ示した）

訪日外国人の府県別訪問率（関西）

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

関西の外国人宿泊者数の推移

資料：日本政府観光局（JNTO)「訪日外客数」

訪日外国人客数の推移

訪日外国人客の国別内訳
（2014年）

7年間で２．６倍

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

外国人宿泊者数の推移
（圏域間の比較）

1.71倍

関西

530万人その他

810万人

台湾21.1%

韓国20.5%

中国18.0%
香港6.9%
米国6.6%
タイ4.9%

その他21.9%その他22.0％

訪日外国人客総数
1,340万人

約４割が関西を訪問
約７割が
アジア諸国

関西の外国人宿泊者の国別内訳
（2014年）

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

2.56倍 1.86倍

資料：UWNTO「Tourism Highlights,2015 Edition」

国際観光客到着数の推移と予測

2030年は2010年から
倍増する見通し

資料：日本政府観光局（JNTO)「訪日外客数」

外国人旅行者の消費額と国民
１人あたりの年間消費額

指標 金額 出典

外国人観光消費額 ２兆278億円 観光庁「訪日外国
人消費動向調査」
（2014年）外国人旅行者１人

あたり消費額
15万１千円

定住人口１人当たり
年間消費額

124万円 総務省「家計調
査」(2013年)

国民一人当たりの年間消費額
は、外国人旅行者約8.2人の消
費額（=123万８千円）に相当。



1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(3) 外国人旅行者の急激な増加②
○関西からの外国人入国者の大半は、関西国際空港から入国している。
○特に、関西はアジアからの外国人来訪者が多く、関西国際空港からの入国者数のうち、アジア系外国人は全体の89％を

占める。

国際会議開催数の推移
（国内主要都市）

資料：JNTO「国際会議統計」
（UIA国際会議統計資料に基づきJNTOが作成）
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港湾 回数 全国順位
神戸港 32 ６位
大阪港 11 11位以下
舞鶴港 7 11位以下

関西への外国船社
ｸﾙｰｽﾞ船寄港回数

（2014）
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（万人）

関西の空港・港湾からの
外国人入国者数の推移

資料：法務省「出入国管理統計」

各県に空港があり、その全てに
国際線が乗り入れている九州
と異なり、海外から関西経由で
入国する手段は、関空、大阪
港、神戸港等に限定されるた
め、関空だけが突出している。

資料：法務省「出入国管理統計」

【入国施設の内訳（2014年）】

関西国際空港 3,170.4 千人

大阪港 23.8 千人

神戸港 7.4 千人

舞鶴港 0.4 千人

白浜空港 0.2 千人

その他 0.0 千人

計 3,202.3 千人

関西国際空港からの入国者数
（2014年）

アジアからの入国者
８９％ 資料：法務省「出入国管理統計」

［単位：万人］

資料：国土交通省、京都府、大阪市の統計資料

全国の外国船社ｸﾙｰｽﾞ船
寄港回数の推移

世界のｸﾙｰｽﾞ人口の推移

資料：国土交通省港湾局「クルーズ振興を通じた
地方創生」（元データ：国土交通省「海事レ
ポート2014」）

アジア

10年で約２倍

資料：国土交通省、京都府、大阪市の統計資料
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資料：JNTO「国際会議統計」
（UIA国際会議統計資料に基づきJNTOが作成）

アジア主要都市における
国際会議開催数（2013）

京都市、大阪市、神戸市、奈良市の開
催数を合わせても、東京（23区）の開催
数に大きく水をあけられている 19

世界での
総開催数
10,696件

アジアでの
総開催数
3,375件

世界の上位
20位内にラ

ンクされる
日本の都市
は､東京(23
区)のみで
ある

関西への集客に影響が見込まれる
イベント・取組等

出典：各行政機関等のHP掲載資料から近畿地整が作成

開催年 イベント、取組等 種類等

2016
スポーツ・文化・ワールド・フォーラム
（京都市･東京都）

国際会議

2016
伊勢志摩サミット保健大臣会合
（神戸市）

国際会議

2019
第25回国際博物館会議世界大会
（京都市）

国際会議

2019
ラグビーワールドカップ2019
（東大阪市・神戸市）

スポーツ

2020
京都文化芸術プログラム2020
(京都市）

文化

2021
関西ワールドマスターズゲームズ2021
（関西各地）

スポーツ

５年間で約２倍

５年間で約1.3倍

３年間で急増
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(3) 外国人旅行者の急激な増加③
○アジアからのＬＣＣ国際線旅客便の約半数が、関西国際空港に発着。
○関西国際空港から都心へのアクセス向上等、外国人旅行者の受け入れ体制の整備が課題。

国際空港アクセスの比較（主な観光地）

注）優位側を赤で表示。 直線距離はGoogle Earthによる図上計測。
所要時間、乗換回数、運賃、ルートはナビサイトによる。

主要空港におけるLCC国際線旅客便数

注）関西国際空港、成田空港は14年夏期計画、
それ以外は13年冬期計画（2014年1月時点）

国際空港アクセスの比較（主要駅）

注）14年冬期は計画ベース、14年夏期以前は実績ベース
出典：新関西国際空港㈱「関西国際空港の 国際線定期便運航計画について」

関西国際空港の国際線旅客便数

区分 空港 観光地
①

直線距離
②

所要時間
①/②

平均速度
乗換
回数

運賃

関空 Ｕ Ｓ Ｊ 31ｋｍ １時間10分 26.6 km/h 2 回 1,840 円

成田 Ｔ Ｄ Ｒ 50ｋｍ 1時間12分 41.7 km/h 1 回 1,250 円

関空 大　阪　城 37ｋｍ １時間６分 33.6 km/h 1 回 1,840 円

成田 浅　草　寺 54ｋｍ 1時間10分 46.3 km/h 0 回 1,290 円

関空 梅田スカイビル 38ｋｍ １時間７分 34.0 km/h 1 回 1,990 円

成田 東京スカイツリー 53ｋｍ 1時間４分 49.7 km/h 0 回 1,170 円

展　望
スポット

テーマ
パーク

歴史・
寺社

出典：日本銀行大阪支店「訪日外国人客による消費
が 近畿の個人消費にもたらす効果について」

資料：新関西国際空港㈱「関西国際空港の 国際線
定期便運航計画について」及び各空港ＨＰ

移動距離（ｍ）

関空⇔新大阪
（JRはるか）

関空⇔難波
（南海ラピート）

成田⇔東京
（JR成田ｴｸｽﾌﾟﾚｽ）

成田⇔日暮里
（京成ｽｶｲﾗｲﾅｰ）

所要時間（分） 平均速度（km/h）

関西国際空港～大阪市のアクセス交通網

関空～大阪市内のアクセスは、成田空港～東京都心に比べて短い傾向

３年間で割合が14.9％増加
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(3) 外国人旅行者の急激な増加④
○日本を訪れた外国人旅行者からのアンケートによると、約４割の方が満足している一方で、ＷｉＦｉ環境の充実や、案内・

情報提供などの整備を望む声が多い。
○国内外からの観光客による経済効果を関西の広範囲に行き渡らせるには、交通基盤の整備が重要。

訪日外国人の移動・回遊時の問題点

資料：近畿地方整備局調べ

道の駅におけるWiFiスポット整備事例

四カ国語表示をした案内看板

出典：近畿地方整備局資料

出典：奈良県

Ｗｉ－Ｆｉ環境の充実に
対する要望への対応

多言語表記された看板
（交通案内）

多言語表記された
看板（公共施設）

道の駅「志原海岸」（和歌山県白浜町）

京都縦貫自動車道の開通時期

出典：近畿地方整備局資料

出典：近畿地方整備局資料

京都縦貫自動車道の整備延長と
沿線の観光客数・観光消費額の推移

京都縦貫自動車
道の整備が進むに
つれ、沿線地域の
観光客数および観
光消費額が増加
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68%

100%

関西 関東

大都市圏の環状道路の整備状況と諸外国の比較

H27年3月末 70% H27年3月末

圏央道と中央環状は全線
において開通又は事業中

環状道路において未事業化区
間の延長が約37kmにおよぶ

環状道路内の人口
2,857万人

人口：H17年3月時点

人口： H16年時点

環状道路内人口
405万人

整備率
： H23年時点

環状道路内人口
861万人 22

近
畿

自
動

車
道

環状道路内人口
1,822万人

人口：H18年3月時点

パリ 北京

調査中

事業中

調査中

事業中

人口： H11年時点

整備率
： H21年時点

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(4) 関西の発展を支える都市圏の状況①

高度経済成長期までに整備された全国の主なニュータウン

資料：国土交通省「全国のニュータウンリスト」

・高度経済成長期（1973年
まで）に事業が終了した
ニュータウンのうち、計画
人口20,000人以上のもの
を対象。

・計画人口の大きいもの
から順に表記

・朱書きは関西のニュータ
ウン

都道府県 市町村 地区名（ 開始年 終了年
計画戸数

（戸）
計画人口

（人）
大阪府 吹田市、豊中市 千里ニュータウン 1960 1969 37,330 150,000
東京都 板橋区 板橋 1966 1971 17,050 60,000
大阪府 堺市 金岡東 1964 1971 10,158 37,500
兵庫県 神戸市、明石市 明石・舞子 1964 1969 8,700 34,000
神奈川県 横浜市 洋光台 1966 1973 8,558 33,000
千葉県 松戸市 北小金 1966 1971 7,940 32,000
埼玉県 三郷市 みさと 1971 1972 8,811 31,000
大阪府 富田林市、大阪狭山市 金剛 1965 1969 7,740 31,000
鹿児島県 鹿児島市 柴原 1956 1965 7,326 29,304
千葉県 市原市 辰巳団地　辰巳台 1959 1963 7,150 28,600
千葉県 船橋市 北習志野（習志野台） 1964 1967 7,042 27,000
山口県 周南市 周南 1965 1973 6,400 26,200
千葉県 松戸市 金ヶ作（常盤平） 1956 1962 7,605 26,000
大阪府 枚方市 香里 1957 1962 6,100 26,000
千葉県 千葉市 花見川 1966 1968 7,278 24,800
北海道 室蘭市 白鳥台 1965 1971 6,860 24,000
東京都 日野市 豊田（多摩平） 1956 1965 5,355 23,000
宮城県 仙台市 鶴ヶ谷団地 1965 1972 5,878 22,000
千葉県 我孫子市 湖北台 1967 1971 5,378 22,000
埼玉県 春日部市 武里 1965 1966 6,104 21,400
東京都 町田市 鶴川 1964 1968 5,214 21,000
埼玉県 草加市 草加松原 1961 1963 5,926 20,700
千葉県 船橋市 高根木戸（高根台） 1962 1963 5,017 20,000
福岡県 宗像市 東郷（日の里） 1966 1969 5,100 20,000
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(4) 関西の発展を支える都市圏の状況②
○都市部を中心に多くの渋滞箇所が存在。
○特に阪神圏における高速の渋滞が多く、ミッシングリンクの解消が課題。

至姫路

至大阪

※3号神戸線 京橋付近

阪神高速１４号松原線

順位 路線名
渋滞損失額
（億円/km）

区間延長

１ 阪神高速 3号神戸線（上り）
第二神明→神戸都心→深江

1.23 約18km

２
首都高速 渋谷線＋都心環状線（上り）

東名高速→皇居→両国
1.16 約25km

３
首都高速 渋谷線＋都心環状線（下り）

両国→皇居→東名高速
1.16 約25km

４ 首都高速 6号線（三郷線＋向島線、上り）
常磐道→隅田川沿い→両国

1.08 約19km

５ 首都高速 新宿線＋都心環状線（下り）
日本橋兜町→東京タワー→霞ヶ関→中央道

1.06 約25km

■都市高速のkm当り渋滞損失額TOP5（平日休日計・夕方（16～18時台））

指標算出条件：概ね20km毎の区間単位、H24年度民間プローブデータ、平日・休日計
km当り渋滞損失時間×時間価値

■都市高速の渋滞TOP5（平日夕方（16～18時台））

阪神高速
１号環状線

※ 図中の柱の高さは、
km当りロス時間（分/km・日）

順位 路線名 場所
渋滞時間数

（時間）

１ 阪神高速 3号神戸線（上り） 阿波座付近 625

２ 首都高速 6号向島線（下り） 日本橋兜町付近 618

３ 首都高速 3号渋谷線（下り） 渋谷付近 大橋JCT→池尻入口付近 575

４ 阪神高速 3号神戸線（上り） 中之島付近 546

５ 首都高速 3号渋谷線（下り） 渋谷付近 渋谷入口付近→大橋JCT 534

指標算出条件：センサス区間単位、H24年度民間プローブデータ、平日のみ
日別・時間帯別速度20km/h以下の時間数の総和

京阪神地域の
ミッシングリンク

資料：近畿地方整備局資料
資料：近畿地方整備局資料

※3号神戸線 京橋付近



○災害時において特に延焼等の危険性の高い密集市街地は、関西で32地区、約2,900ha。

出典：国土交通省報道発表資料
「「地震時等に著しく危険な密集市街地」
について」（平成24年10月)
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(4) 関西の発展を支える都市圏の状況③

大阪府の密集市街地の区域図 空家数・空家率の推移（関西）

資料：総務省総計局 「住宅・土地統計調査」

市町村別の空家率（2013年）

空家率＝空家数／住宅総数×100（%）
※空家は別荘等の二次的住宅、賃貸用 住宅、売却用の住宅を除く

地震時等に著しく危険な密集市街地（関西）

都道府県 地区数 面積 市町村 地区数 面積

滋賀県 2 地区 10 ㏊ 大津市 2 地区 10 ㏊

京都府 13 地区 362 ㏊ 京都市 11 地区 357 ㏊

向日市 2 地区 5 ㏊

大阪府 11 地区 2,248 ㏊ 大阪市 1 地区 1,333 ㏊

堺市 1 地区 54 ㏊

豊中市 2 地区 246 ㏊

守口市 2 地区 213 ㏊

門真市 1 地区 137 ㏊

寝屋川市 3 地区 216 ㏊

東大阪市 1 地区 49 ㏊

兵庫県 4 地区 225 ㏊ 神戸市 4 地区 225 ㏊

奈良県 ― ― ― ― ―

和歌山県 2 地区 13 ㏊ 橋本市 1 地区 5 ㏊

かつらぎ町 1 地区 8 ㏊

計 32 地区 2,858 ㏊ 32 地区 2,858 ㏊

域内総生産の府県別割合（関西）

関西の
域内総生産
（2012年）
77.8兆円

資料：内閣府
「県民経済計算年報」（2012年）

大阪、兵庫、京都の
３府県で約８割を占
めている



○関西では、関東に比べ昼夜間人口比率が１．０を超える核となる都市が分散して存在している。
○関西の核となる都市（大阪市、京都市、神戸市）への通勤及び通学流動量から、隣接市だけでなく鉄道等沿線の近隣市からも

広域的に移動し、大都市を支え合っている。

着色部は、中心部（東京駅・大阪駅）から概ね５０ｋｍ圏内において、昼夜間人口比率（昼間人口／夜
間人口）が１．０を超える市町村を示す。ただし、人口総数が５万人未満の市町村は除く。

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(4) 関西の発展を支える都市圏の状況④

昼間人口が夜間人口を上回る都市の分布

大阪駅から概ね50km圏

関 西関 東

東京駅から概ね50km圏

①

⑩

②

⑨

③

⑧
⑦

⑥

④
⑤ ⑩

⑧

③

⑤
⑨

⑦

①

②

⑥
④

⑨

⑩⑧

③

⑦

② ⑤

④
⑥①
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資料：H22国勢調査結果より近畿地方整備局にて作成

資料：H22国勢調査結果より近畿地方整備局にて作成

関西における昼間人口20万人以上の２０都市における各種人口

資料：H22国勢調査結果 （単位：万人）

【関西の昼間人口20万人以上の20都市】

多核的な圏域構造を有する関西
（昼夜間人口比率から見た都市の自立性）

広域的に支え合う関西の大都市
（核となる都市への通勤・通学流動量）

昼間人口
常住人口

(人口総数)
従業地による

就業者数

① 20都市 1,308 1,244 600
② 関西計 2,090 2,090 924

①/② 63% 60% 65%

大阪市

東大阪市

京都市

神戸市



○地域間の人の流動をみると、大阪市に集中する流動だけでなく、京都市～山城や神戸市～東播等の流動も多くなっている。
○鉄道における混雑状況をみると、大阪圏では混雑率が１５０％を超えている路線はない。１時間以上の通勤時間は2割未満

であり、通勤環境は大阪圏が優位。
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100
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混
雑
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(%

)

大阪圏 東京圏

H16 H24

混雑率150%を

超えている路線数

4

21

15

0

H1 H16 H24H1

26

31

混雑率180%を

超えている路線数

資料：都市交通年報

Ｈ１ Ｈ16 Ｈ24

東京圏 42路線 35路線 41路線

大阪圏 26路線 4路線 該当なし

●混雑率が150％を超えている路線数）

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(4) 関西の発展を支える都市圏の状況⑤

鉄道の混雑率の比較地域間流動量（全目的）

大ゾーン間流動量（帰宅目的を除く）
2千トリップ/日以上の地域間のみ

■DID（人口集中地区）

資料：近畿地整資料

３府県のDID面積と人口密度

・DID面積は2514ha増加
・DID人口密度は微減

資料：国勢調査

鉄道利用による平均通勤所要時間の比較

165%

122%

資料：平成22年大都市交通センサス

66.6 66.9 66.9 68.8 

64.0 

61.2 
62.5 

62.7 

56.0 

58.0 

60.0 

62.0 

64.0 

66.0 

68.0 

70.0 

1995 2000 2005 2010

首都圏 関西

平均通勤所要時間
の差 約６分

平成25年平均混雑率

※東京圏の主要31区間、
大阪圏の主要20区間
それぞれの混雑率の平均



10
11
14
15
16
19
19
23
23
26
26
28
29
39
44

62
64
74

88
122

451

0 200 400 600

浜松市

堺市

静岡市

さいたま市

相模原市

北九州市

新潟市

千葉市

熊本市

岡山市

大阪市

川崎市

広島市

仙台市

札幌市

神戸市

福岡市

横浜市
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京都市

東京(23区)

（単位：千人）

○関西圏は関東圏に比べ地価は安く、また、人口あたりの病院数、医師数、75歳以上人口あたりの在宅医療施設数のいず
れにおいても、関西圏のほうが関東圏より充実している。

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(4) 関西の発展を支える都市圏の状況⑥

東京圏及び大阪圏における都心10km圏内の地価公示

注）表示の地域において代表的な平成27年1月1日における１㎡当たりの価格（単位千円）
資料：国土交通省土地総合情報ライブラリー(HP)の「沿線別駅周辺商業地の公示価格例」及び「沿線別駅周辺住宅地の公示価格例」

資料：厚生労働省「「平成25年医療施設動態調査」

医療環境（人口10万人あたりの医療施設数（病床数300以上））

※大阪圏以外の関西では、滋賀県が215人、和歌山県が280人
資料：厚生労働省「平成24年医師・歯科医師・薬剤師調査」

医療環境（人口10万人あたりの医師数）

医療環境（75歳以上人口1万人あたりの在宅医療施設数）

資料：厚生労働省「平成25年届出受理医療機関名簿」 27
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政令市の学部学生数（2014年）

順位 都道府県 進学率

1 東京都 68.6%

2 京都府 66.7%

3 兵庫庫 62.4%

4 広島県 62.4%

5 奈良県 61.9%

6 神奈川県 61.4%

7 愛知県 60.1%

8 大阪府 59.7%

9 山梨県 57.4%

10 滋賀県 57.3%

38 鳥取県 46.9%

39 佐賀県 46.6%

40 山口県 46.2%

41 福島県 46.0%

42 長崎県 45.9%

43 新潟県 44.6%

44 青森県 44.5%

45 岩手県 43.6%

46 沖縄県 39.9%

47 北海道 38.9%

上
位
10
都
道
府
県

下
位
10
都
道
府
県

順位 都道府県 就業率

1 福井県 50.2%

2 石川県 50.0%

3 長野県 49.5%

4 富山県 49.1%

5 鳥取県 48.9%

6 静岡県 48.9%

7 佐賀県 48.1%

8 岐阜県 47.9%

9 愛知県 47.9%

10 島根県 47.5%

38 秋田県 43.4%

39 沖縄県 43.4%

40 宮城県 43.2%

41 徳島県 43.2%

42 神奈川県 42.8%

43 和歌山県 42.6%

44 北海道 42.5%

45 兵庫県 42.0%

46 大阪府 41.1%

47 奈良県 39.0%

上
位
10

都
道
府
県

下
位

10
都
道
府
県

資料：平成26年学校基本調査

女性の大学・短大への進学率
（2013年）

女性の就業率
（2010年）

資料：平成22年国勢調査
注）就業率＝就業人口／15歳以上人口

資料：平成27年学校基本調査（速報値）

【桃谷の特徴】
医療環境、教育環境、緑地環境、買い物環境
に優れ、大阪市で最も恵まれた住環境にあり、
近年マンション立地が進行。
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(5) 地方都市の活力低下と農山漁村の集落機能の低下①

市町村別将来人口増減率
（2010年→2040年）

市町村別小学校数の変化
（2004年→2014年）

資料：文部科学省
「学校基本調査」

注）奈良県のみ2007→2014年

○既に各地において人口減少が見られ、将来の人口減少率は地方部において高い。
○関西の過疎地域の面積は、関西全体の約４割を占めるまで過疎化が進んでいる。

関西の過疎市町村の現状

資料：総務省資料

※過疎市町村は
2014年の指定
による

※人口と面積は
2010年国勢調査
の数値

関西

市町村数 全体 198

過疎地域 54

割合 27.3%

人口 全体 2,090

(万人） 過疎地域 64

割合 3.0%

面積 全体 2.7

(万㎢） 過疎地域 1.1

割合 39.2%

1,718

616

35.9%

12,806

1,033

8.1%

58.7%資料：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口」

市町村別65歳以上人口1,000人
あたりの医療施設医師数（2010年）

資料：総務省「国勢調査」
厚生労働省
「医療施設調査」
（いずれも2010年）

京都府綾部市における古民家活用と定住・交流促進策の取組事例

（取組の効果）

注）日本政策投資銀行「古民家の活用に伴う経済的価値創出がもたらす地域活性化」調査中間レポート(2014年10月)より抜粋

中心市街地の人口の推移（長浜市）

資料：第２期長浜市中心市街地活性化基本計画

【長浜市の事例】
中心市街地の人口が減少し、周縁部の人口が増加
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(5) 地方都市の活力低下と農山漁村の集落機能の低下②
○関西の農林水産業の全国シェアは６％で、産業全体のシェア16％を大きく下回っている。（GRPベース）
○農業、林業、水産業のいずれも産出・生産額は減少傾向にあり、特に林業産出額は20年間で80％減少している。

関西の農林水産業の全国シェア（2012年：GRPベース）

資料：内閣府「県民経済計算年報」（2012年度域内総生産（名目）より算出）

5.6%

5.5%
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15.6%
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21.0%

18.6%

38.3%

12.1%

17.5%
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75.6%

69.9%
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県内総生産計

関西 関東 中部 その他

1993年(H5)→2013
年(H25)で2,100億円
減少（32％減）

関西の農業産出額の推移

資料：近畿農政局「近畿農業の概要」（H27）

28%

26%
17%
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関西の

農業産出額

4,546億円
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関西の農業産出額の
種類別内訳(H25）

関西の農業産出額の
府県別内訳(H25）

資料：近畿農政局「近畿農業の概要」（H27）

関西の林業産出額の推移

1993年(H5)→2013年(H25)で551億円減少（80％減）

資料：近畿農政局「統計からみる近畿林業の概要」（H27）

関西各府県の農業算出額の種類別内訳
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資料：近畿農政局「近畿農業の概要」（H27）

関西の林業産出額の
府県別内訳(H25）
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138億円

（H25）

兵庫、奈良、和歌山県の３県で
関西全体の７割以上

資料：近畿農政局「統計からみる近畿林業の概要」（H27）
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関西の海面漁業生産額の
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0%8%
7%

63%

0%

22%
滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

関西の

海面漁業生産額

403億円

（H25）

兵庫県と和歌山県で関西全体の８割以上

資料：近畿農政局「統計からみる近畿水産業の概要」（H27）

関西の内水面漁業漁獲高の割合(H25）

資料：近畿農政局「統計からみる近畿水産業の概要」（H27）

近畿の内水面漁業生産
のほとんどは琵琶湖

関西の海面漁業生産額の推移

2003年(H15)→2013年(H25)で179億円減少（31％減）



1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(6) 関西を脅かす自然災害のリスク①
○Ｍ8～9クラスの南海トラフ地震が発生する確率は、今後30年以内に70％程度と高い。
○近年頻発している豪雨・台風災害は、過去に例のないほど局地化、集中化、激甚化している。

平成7年1月
阪神淡路大震災

平成23年9月
紀伊半島大水害

堤防を乗り越える洪水

桂川越水状況（渡月橋）

平成25年9月
台風18号による洪水

・日吉ダム等において
最大限の洪水調整を
実施
⇒桂川堤防上の越水

深は10～20ｃｍ程
度。

・洪水調整が無ければ
越水深は40～50ｃｍと
想定
⇒決壊した場合は、約

1兆２千億円の被
害想定額

比高差＝約
20m

B B’

市街地よりずっと高くを流れる淀川・大和川の洪水の危険性

30資料：近畿地方整備局資料

那智勝浦町川関

奈良県野迫川村北股

B

B’

わが国の活火山の分布

▲ 活火山

関西に活火山
は存在しない

資料：気象庁HP「日本活火山総覧」

ＢＢ‘断面を横切る主な鉄道・道路・河川等



1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(6) 関西を脅かす自然災害のリスク②

31

奈良県野迫川村北股

関西で発生した主な地震（1800年以降）

発生年 名称・発生箇所 規模 主な被害
1808 紀伊半島沖 M7.6
1819 文政近江地震 M7.2 死者多数
1830 京都地震 M6.5 二条城損壊

1854
伊賀上野地震
（伊賀・伊勢・大和地震）

M7.0 死者1,800人ほど

1854 安政東海地震 M8.4

・房総半島から四国にかけ
て太平洋沿岸部に津波
・特に伊豆から熊野にかけ
ての被害が甚大
・ロシア船ディアナ号が沈
没

1854 安政南海地震 M8.4

・安政東海地震の翌日（32
時間後）発生
・紀伊、土佐などで最大
11mの津波被害
・死者数約3,000人
・2日間で死者2万人との説
あり

1855 遠州灘 M7.0～7.5 津波により死者1万人程度

1891 濃尾地震 M8.0
死者・行方不明者7,000人
超

1899 紀伊大和地震 M7.0 三重県を中心に被害
1909 江濃地震（姉川地震） M6.8 死者41人
1916 明石付近 M6.1

1925 北但馬地震
M6.8
最大震度6

死者428人

1927 北丹後地震
M7.3
最大震度6

死者2,925人

1936 河内大和地震
M6.4
最大震度5

死者9人

1944 東南海地震
M7.9
最大震度6

死者･行方不明者1,223人
伊豆から紀伊半島にかけ
て津波

1946
南海地震
（昭和南海地震）

M8.0
最大震度5

死者･行方不明者1,443人
房総半島から九州にかけ
て津波

1948 和歌山県南方沖
M7.0
最大震度4

昭和南海地震の最大余震

1948 紀伊水道
M6.7
最大震度4

死者2人

1952 吉野地震
M6.7
最大震度4

死者9人

1995
兵庫県南部地震
（阪神・淡路大震災）

M7.3
最大震度7

死者･行方不明者6,437人

2004 紀伊半島南東沖地震
M7.4
最大震度5弱

2013 淡路島付近
M6.3
最大震度6弱

出典：「日本の地震」 http://jishin-station.jp/

南海トラフ巨大地震発生時における関西の被害想定

218市町村において、震度6弱以上の強い揺れが発生1) 。
・広範囲の沿岸域に巨大な津波が襲来し、約494km2（約51市区町村）が浸水1) 。
・密集市街地における家屋倒壊・火災、公共交通等の重大な事故、コンビナートにおける火災・油流出等、深刻な
被害が広域的に発生。

近年関西で発生した主な大規模水害・土砂災害

資料：近畿地方整備局資料

資料：近畿地方整備局資料

発生年 災害名称 関西の主な被災箇所 主な被害

2004 台風第23号による災害

<洪水・土砂災害等>
京都府福知山市および周辺
兵庫県豊岡市および周辺
兵庫県洲本市および周辺　他

死者87人
（うち関西42人）
行方不明者6人
（うち関西1人）

2011 台風第12号による災害
<深層崩壊による大規模土砂災害等＞
奈良県五條市、十津川村、天川村
和歌山県田辺市、那智勝浦町　他

死者78人
行方不明者16
人

2013 台風第18号による災害

＜洪水・土砂災害等＞
京都府福知山市および周辺
京都府京都市および周辺
滋賀県栗東市および周辺　他

死者7人
（うち関西2人）
行方不明者なし

（参考）過去の主な風水害

【1953年：台風第13号】
・床上浸水約５万棟

【1959年：伊勢湾台風】
・床上浸水約３万棟

【1961年：第２室戸台風】
・床上浸水約７万棟



近年の大雨の発生状況

内水被害状況（福知山市）

• 台風12号及び台風11号、前線の停滞により、西日本太平洋側における８月の
降水量は平年比301％となり、1946年の統計開始以来8月としては最も多い記
録を更新

・近畿では、福井、舞鶴、京都、彦根、大阪、和歌山、潮岬で、8月の
月最大降水量を更新（平年比267～523％）

出典：気象庁
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(6) 関西を脅かす自然災害のリスク③
<<2014年8月雨量 西日本で過去最多>>

土石流被害状況（丹波市）

高潮リスクの増加

大雨災害リスクの増加
豪雨が増加する確率が現在の1.1～1.3
倍程度であるのに比べ、全国の1級河川
の最終整備目標を超える洪水が起こる
確率は現在の1.8～4.4倍程度と予測。

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

【１時間降水量80mm以上】

観測回数

前後５年間
移動平均

変化傾向

【日降水量400mm以上】

観測回数

前後５年間
移動平均

変化傾向

（
10

00
地

点
当

り
の

観
測

回
/年

）

資料：気象庁「気候変動監視レポート2014」

短時間強雨の発生回数
は増加傾向

大雨の発生回数は増加傾向

アメダス約1300地点における1000地点あたりの年間観測回数

仮に海面が60㎝上
昇すると、大阪平野
にはゼロメートル地
帯の面積、人口が５
割拡大。

（約60cmの海面上昇と
は、ＩＰＣＣ第4次評価報告
書で21世紀末に予測され
る 全球平均海面水位の
上昇の予測の上限（A1FI
シナリオ：59cm）に相当。）

紀伊半島における年間降水量

出典：環境省近畿地方環境事務所「大台ヶ原自然再生推進
計画（第２期）の評価書及び大台ヶ原自然再生推進計画2014」

大台ヶ原の年
間降水量は
3,500mm以上
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(6) 関西を脅かす自然災害のリスク④
○地籍調査の進捗率は、平成25年度末で全国で51％であり、地域別にみると、北海道、東北、中国、四国、九州の各地域で

進捗する一方で、関東甲信越、東海、北陸、関西（兵庫県、和歌山県を除く）の各地域では大幅に遅れており、地域間で進
捗の差が大きくなっている。

都道府県別の地籍調査の進捗率（平成25年度末）

出典：国土調査のあり方に関する検討小委員会報告書（平成２６年８月）

国土審議会土地政策分科会企画部会 国土調査のあり方に関する検討小委員会

(注）地籍調査は、国土調査促進特別措置法に基づく国土調査事業十箇年
計画により促進されており、現在は、平成22年度から平成31年度まで
を計画期間とする第６次計画の期間中である

兵庫県と和歌山県を除いて、
関西の地籍調査の進捗は全
国的にみて大幅に遅れてい
る。



東京オリンピック

阪神・淡路大震災大阪万博

1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(7) 社会資本の老朽化（橋梁の例）
○近畿における全道路橋（橋長２m以上）は約9万橋あり、高度経済成長期に建設のピーク。
○都道府県、市町村が管理する橋梁は全体の91％を占め、老朽化対策に必要とされる技術力・人員確保等が課題。

高速

道路

会社

4%

国

5%

府県

19%

政令市

7%
道路

公社

0%

市町村

65%

橋梁：
約89,000橋

34
その他

注1）回答のあった1,500団体を対象。複数回答有
注2）平成19年9月調査結果による

土木技術者数
の不足により
実施困難

財政的に実施
困難

62%

50%

65%

3%

20%

40%

60%

80%

専門的知見（技
術力）がない、ま
たは、不足してい
るため実施困難

929
745

978

48

市区町村が定期点検を実施していない理由

（橋）

全国の橋梁の建設年度別施設数

資料：近畿地方整備局資料

資料：近畿地方整備局資料

資料：近畿地方整備局資料

1970年大阪万博でピーク

戦後復興で建設数が急増

近畿の3分の２にあたる橋梁
を管理する市町村の多くは、
老朽化対策のための人材確
保等に課題

多くの市区町村で、
これら3点全てが課
題となっている

近畿地方整備局管内における
道路管理者別の橋梁数割合

架設から50年経過する橋梁割合の推移

80%
71%

63%
56%

45%

35%

20%
10%

7%6%4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

内５０年以上経過
橋梁経年数の推移

資料：近畿地方整備局資料

建設後約５０年を経過する橋梁
・10年後（２０２５年）には約５割
・20年後（２０３５年）には約７割

を占める

※ 橋長2ｍ以上のものを対象
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1部 関西の現状と課題 第３節 関西を取り巻く現状と課題

(8) 関西を巻き込む大きな社会の潮流変化

日本の人口のピーク

世界人口の推移（1970～2050年）

資料：総務省統計局「国勢調査報告」
関西：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

資料：総務省統計局「世界の統計2014」

○日本の人口が2010年をピークに減少する一方、世界の人口は爆発的に増加し、2050年には100億に迫る推計となっている。
○1980年から2010年にかけて関西の世帯総数は約1.4倍の約860万世帯に、うち核家族世帯数は約1.3倍（約500万世帯）、単身

世帯は急激な伸びを示し約3.1倍（約280万世帯）に増加している。
○核家族世帯や単身世帯の増加による地域コミュニティの弱体化が懸念され、今後、生活形態に関する価値観が多様化する中、

地域の共助を強化することが課題である。

関西の世帯総数の推移

（万世帯）

1.3倍

3.1倍

1.4倍



（１）成長エンジンとなる新たな産業の創出 （２）国内外のネットワーク機能の強化による対流促進

（３）創造性豊かな人材の集積

・「知の拠点」を形成、 国際戦略総合特区等を活用し、産学官の連携に
より、健康・医療産業等の分野など新たな成長エンジンとなる次世代産
業を創出

○アジアを中心に世界を相手にして我が国の経済の中核として成長し、スーパー・メガリージョンの一翼を担う圏域。
○東京との対峙ではなく、関西の強みである世界に誇る知と伝統文化と地域資源を活かし、次世代につながる産業や地域力の強化を図り、西日本

の圏域と連携しながら、日本海・太平洋２面活用の利点も活かしアジアを中心とした世界のゲートウェイとしての地位を築く圏域。
○大学、研究機関、関西文化学術研究都市等の研究開発拠点及び知の交流拠点の連携を進め、バランスのとれた第２次産業の蓄積を活かし、

我が国の成長を牽引する次世代産業が健康・医療産業等の分野で次々と生まれる圏域。
○グローバルニッチ企業や新たなビジネスモデルを展開する企業が生まれ、成長していく圏域。

・研究開発拠点を活用し、国内外の優秀な学
生・研究者等が集い、就労することを支援

・グルーバルニッチトップ企業への支援
・ビッグデータを利活用した産業の成長支援
・規制緩和等、立地を支援する取組の推進

・関西国際空港をはじめ関西の既存
空港の連携強化、アジアや首都圏
との航空路線網の充実を図るとと
もに、産業競争力の強化等のため
阪神港の強化を図る

・臨海部と内陸部、都市圏内及び関
西圏域を結ぶ道路ネットワークの
ミッシングリンクを解消を図る

京阪神地域のミッシングリンク

関西国際空港

関西イノベーション国際戦略総合特区
ライフサイエンス分野の大学・研究機関

2部 関西の目指す姿と戦略

第1節 アジアのゲートウエイを担い、我が国の成長エンジンとなる圏域

西日本との
連携強化

・アジアのゲートウェイとしての機能を基盤に、リニア中央新幹線を見据え、
スーパー・メガリージョンの一翼として人・物の対流を促進

・関西文化学術研究都市と筑波研究学研都市のナレッジ・リンクについて
検討を推進

出典：神戸市

神戸医療産業都市 ＩＰＳ細胞研究所（京都市）

国際フロンティア産業メッセ2014の様子

注）国土のグランドデザ
イン2050をもとに作成

複眼型スーパー・メガリージョンのイメージ

出典：京都大学IPS細胞研究所ＨＰ

出典：国際フロンティア産業メッセ2015実行委員会
出典：大阪航空局

・港の機能強化、道路網との接続強化、

北陸新幹線により、日本海・太平洋２面活用を促進

出典：近畿地方整備局

出典：近畿地方整備局

阪神港（大阪港）舞鶴港

阪神港（神戸港）
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（１）歴史・伝統文化の継承・活用と新たな地域資源の発掘

（３）アジア・世界への情報発信力の強化

（２）広域観光・国際観光の推進

・歴史・文化資産、精神文化、世界遺産の保全、継承。
・歴史的価値が高い建造物の保全、景観の改善の推進

○長い歴史とそれに培われた伝統文化を有し、多くの個性的な地域と豊かな自然に恵まれた圏域。
○各地で創造・継承・蓄積されてきた歴史・文化資産を活かした個性あふれる地域づくりにより、世界の人々を惹きつけてやまない圏域。
○世界のお客様が関西の至るところで、快適に過ごし、その地域の魅力を存分に味わうことができる圏域。

・現代建築や都市美、水辺空間、夜景、地域の食、芸能など、「関西の今」
の観光資源の発掘、活用。

・関西に広く分布する観光資源を結び、行政区域にとらわれない広域観光エリアのブラ
ンド化を推進

・関西の魅力をアジアや世界に発信。

出典：近畿経済産業局「welcome to 関西！」魅力的な観光より

大阪の賑わい（道頓堀）

世界遺産：宇治上神社

出典：（公社）京都府観光連盟

重要伝統的建造物群保存地区：伊根の舟屋

バス停の多言語案内表示

各地に点在する観光地

出典：滋賀県

2部 関西の目指す姿と戦略

第2節 日本の歴史・伝統文化が集積し、世界を魅了し続ける圏域

【梅田スカイビル（空中庭園）】
世界を代表するトップ20に選出

【千日前道具屋筋】
食品サンプル制作体験が人気

歴史的まちなみの保全（近江八幡市）

出典：公益社団法人ひょうごツーリズム協会

・交通アクセスの改善、駐車場の整備、拠点間のアクセス改
善等の推進
・観光地における交通・観光施設の多言語 案内表示、Wi-Fi
環境の整備など、国内外 からの旅行者の受入環境を整備

駅と高速バス停留所の直結
(阪急西山天王山駅)

都心における観光バス駐車場
(長堀バス駐車場)

出典：大阪市HP出典：奈良県

長浜曳山まつり（滋賀県）
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竹田城趾（兵庫県）

Photo by Toshihisa Yoshida

高野山（和歌山県） 曽爾高原（奈良県）

出典：近畿地方整備局

出典：大阪市

出典：近畿地方整備局

出典：滋賀県

通天閣（大阪府）

外国人に注目される関西観光スポット例

嵐山花灯路における渡月橋（京都府）

出典：京都・花灯路推進協議会

出典：

・海外からのクルーズ船の
誘致や瀬戸内海を活用した
クルーズ船を促進し、圏域を
越えた観光クルーズの進行
を図る

神戸港に着岸するクルーズ船

出典：



2部 関西の目指す姿と戦略

第3節 快適で豊かに生き生きと暮らせる圏域
○本格的な人口減少社会の到来に対応して、都市と地方に応じた「コンパクト」化と「ネットワーク」づくりを進め、個性あふれる地域で子供を産み育てる

ことができる圏域。
○都市圏と自然豊かな農山漁村との近接性を活かし、「二地域居住」や「二地域生活・就労」の多様な生活様式が選択できる圏域。
○地域の伝統文化を活かし、地方都市や「小さな拠点」が連携して、地域の雇用・暮らしが創出され、持続的に生き生きとした生活を営むことができる圏

域。
○関西のどこに住んでも、教育、医療、福祉等の基本的な生活サービスを享受できる圏域。
○力強く躍進する関西の実現のために若い世代が希望を持って働き、女性が活躍することができ、元気な高齢者が社会参画できる圏域。

（１）快適で暮らしやすい都市環境の形成 （２）地方都市の再生

田舎暮らし現地見学ツアー
・伝統食等の地域資源を高付加価値化し、6次
産業化や農林水産物の輸出も促進

・地方大学等と地元企業等の連携、人材育成と
地元に定着する取り組みの推進

・地方都市間を結ぶ交通及び情報通信インフラの整備、
・コンパクトなまちづくりの推進 ・地方都市内の交通体系の改善を推進

・都市と農山漁村双方の需要を円滑に
結び付け、二地域居住等による都市
と農山漁村の共生、人・もの・情報の
対流促進

・京阪神都市圏は、多核的な都市構造を有し、職住が比較的近接し暮らしや
すいまちづくりの可能性を秘めていることを活かし、子育て、健康・医療分野
等の充実を図り、都市において誰もが暮らしやすい都市居住の環境を整備

・快適で安全な都市環境
や居住空間の形成

・駅周辺地域などの魅力ある都市再生の拠点として
整備を推進

神戸都心夜間景観

出典：神戸市

人口密度と交通手段の相関

シンガポール高島屋フェア
ノンステップバス

出典：神戸市立医療センター中央市民病院

出典：
国土交通省資料

出典：大阪市交通局HP

提供：京都府

提供：和歌山県

資料：第５回近畿圏パーソントリップ調査結果

京阪神地域における多核的な都市構造と公共交通網

コンパクトなまちづくりのイメージ

大阪駅から概ね50km圏内

に主要な都市圏が分布する
多核的都市構造であり、職
住が比較的近接している。
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医療機器（脳血管造影）の充実

凡 例

新幹線

鉄道

主要な都市圏

空き家等の活用事例

木造の町家
を滞在体験
施設として
活用

提供：奈良県

グランフロント大阪

出典：大阪市 提供：滋賀県

びわ湖環境
ビジネスメッセ出展事業

地方部

郊外部

都市部・都市周辺部

大阪駅から概
ね50㎞圏



2部 関西の目指す姿と戦略

第3節 快適で豊かに生き生きと暮らせる圏域

（５）地域の担い手を確保する環境づくりの推進

・若者が希望を持って安心して
働ける環境づくりの推進

・女性が働きやすく、働きながら
安心して子供を産み育てられる
「女性活躍社会」の実現

（３）過疎化する集落の維持・再生

・緊急時の道路網の整備、コ
ミュニティバス等の交通ネット
ワーク強化により「小さな拠
点」を形成

・道の駅を防災・観光等地域交流拠点として活用することによる地域産業の
再生、雇用機会の創出

第三次救急医療機関から30分圏域

（４）どこにいても基本的な生活サービスが享受できる環境の整備

・広域的な医療機能の配置等に よる緊急時の地域間連携の強化
・どこにいても高度医療や緊急医療 を迅速に受けられる環境の構築

小さな拠点のイメージ

・地域資源を継承し、自立可能な地域社会を構築するため、コミュニティ活動を
支援、地域経営の担い手を育成 竜王町での取組例

（田植えの農作業体験教室）

高速道路(近畿自動車道紀勢線)

コミュニティバス

高速道路により拡大する30分圏域集落地域における「小さな拠点」の事例

道の駅「美山ふれあい広場」（南丹市美山町）

（施設内容）
・物産販売所
・ＪＡ京都ＡＴＭ
・平屋振興会（行政窓口）
・高齢者コミュニティセンター
※診療所、保健福祉セン

ターが隣接
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出典：竜王町提供

出典：「コミュニティバスの導入ガイド」
（近畿運輸局）

提供：和歌山県

ドクターヘリの共同運航（３府県）

提供：兵庫県

まほろば地域づくり塾

提供：奈良県

提供：兵庫県

ジオガイドの養成講座等の
地域住民による取組

高野・熊野特区通訳案内士現地研修都市圏と農山村が
比較的近く、２地域
居住が可能。



2部 関西の目指す姿と戦略

第4節 暮らし・産業を守る災害に強い安全・安心圏域
○南海トラフ巨大地震や激甚化する自然の脅威から人々の生命・財産を守り、安全・安心で暮らせる圏域。
○確実に進行し地域社会の安全を脅かすことになる社会資本の老朽化への対策等が着実に実施され、安全・安心な生活や経済社会活動が営める圏域。
○首都圏の非常時には首都圏の有する諸機能のバックアップを担いうる圏域。

3.11 東京都心部の帰宅困難者

（１）南海トラフ巨大地震等への備え （２）災害に対し強くしなやかな国土の構築

・社会資本及び住宅・建築物の耐震化、
液状化対策及び津波対策、帰宅困難者
対策等の地震対策を推進

・「命の道」となる高速道路ネットワークの
構築、物流拠点となる港湾機能の強化

・ハード、ソフト対策を適切に組合せ、防
災・減災対策を推進

・国土強靭化地域計画を推進するこ
とにより、強靭な関西の国土を構築

・地震、土砂災害をはじめ、局地化、
集中化、激甚化する降雨がもたらす
水害等に備え、ハード対策とソフト
対策の適切な組合せによる対策を
推進
H23紀伊半島大水害
奈良県野迫川村北股
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H23紀伊半島大水害

新宮市日足

（写真） 警視庁HP

資料：近畿地方整備局資料

大阪湾沿岸における高潮堤防の整備状況

資料：近畿地方整備局資料

大阪湾沿岸の大部分は高潮
堤防が整備されているが、沿
岸の約1割で未整備。

近畿技術事務所

近畿地方整備局(本局)

資料：近畿地方整備局資料

南海トラフ巨大地震で想定される深刻な事態への
応急活動全体の時系列推移（タイムライン）

尼崎西宮明石港沿岸及び大阪港沿岸以外で、高潮堤防の未
整備箇所や高潮堤防の耐震化未対応箇所が残っている。

北陸地整からの応援

遠隔操縦式機械 ３台
排水ポンプ車 １９台
照 明 車 １７台
対策本部車 ４台
衛星通信車 ４台
橋梁点検車 ３台
Ｋｕ－ＳＡＴ ２８台

近畿技術事務所

近畿地方整備局(本局)
政府現地災害対策本部
（大阪合同庁舎第4号館）

近畿地整 （２,４７８名）

警戒体制以下の事務所からTEC－FORCE ８９名
ヘリ（きんき号） １機 排水ポンプ車 ３１台
照 明 車 ２７台 対策本部車 １７台
衛星通信車 ７台 橋梁点検車 ３台
Ｋ ｕ － Ｓ Ａ Ｔ ２９台 散 水 車 ８台

震度７

震度６強

震度６弱

震度５強

震度５弱

震度４

震度３以下

５つの深刻な事態（津波等）に対し、各
段階別に行う応急活動が計画されて
おり、迅速な救助･復旧に対応する。

資料：近畿地方整備局資料

東海･東南海・南海地震対応リエゾン・ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの
活動計画(案)



2部 関西の目指す姿と戦略

第4節 暮らし・産業を守る災害に強い安全・安心圏域
（４）首都圏の有する諸機能のバックアップ

・首都圏が大規模な被害を受けた場合に、首都圏のバックアップを果たせるよう
に社会基盤を充実

・民間企業等に対して本社等のバックアップ機能を関西で確保するよう働きかけ

・高齢者や児童にとって、安全・安心な地域の
環境づくりの推進

・自主防犯意識の向上と防災活動の担い手の
育成

・情報通信ネットワークの強靭化や災害情報を
共有するシステムの整備促進

出典）防災白書（H16） ※ミュンヘン再保険会社
アニュアル・レポートに基づき内閣府作成

地域公共ネットワーク等強靭化事業のイメージ

出典：総務省HP 41出典）「首都中枢機能のバックアップに関する調査結果要旨」
関西広域連合、（公社）関西経済連合会、（一財）大阪湾ベイエリア開発推進機構

関西はどのように首都中枢機能をバックアップするのか

補修前 補修後

橋梁補修による延命化

（３）社会資本の老朽化対策の推進

・インフラ長寿命化基本計画・行動計画のもとで
老朽化対策を着実に実施

・老朽化に対応した地域の安全安心を担う人材を
育成・確保

亀裂部へのあて板設置、防錆処理、
塗装の塗り替え等による補修

写真：近畿地方整備局資料

（５）日常生活の安全・安心 著しく災害リスクの高い東京圏

補修前 補修後

写真：近畿地方整備局資料



2部 関西の目指す姿と戦略

第5節 人と自然が共生する持続可能な世界的環境先進圏域

（１）都市環境の改善

（３）健全な流域圏と生態系の保全・再生

・環境負荷の少ない生活様式へ転換
・水素社会の実現を目指して水素自動車の導入
等の促進

・再生可能エネルギーの活用

○豊かな自然環境の保全・再生、景観を含む都市環境の改善・保全、地球温暖化防止等の環境対策に圏域全体で取り組む環境先進圏域、世界に貢
献する圏域。

○健全な水循環系の構築、水文化の継承、多様な生態系の保全・再生に向け、流域圏を一体的に捉えて環境再生に取り組む圏域。
○関西の地域特性や資源循環の性質等に応じて最適な規模の資源循環を形成しつつ循環型社会を実現する圏域。

・農地や森林の適切な整備・保全を
図り、農山村地域が持つ多面的で
公益的な機能を確保

・自然再生事業等の取り組みを推
進

・関西の優れた環境・エネルギー技術や知見を海外に紹介し、現地に技術を
普及させる取り組みを推進

（２）農山村地域の環境保全

（４）自然との共生の推進 （５）循環型社会の構築

（６）環境・エネルギー技術での世界貢献

（７）地球温暖化対策の推進
・希少野生生物の保護管理、里地里山等の二次的自然環境の保全等

を実施し、生物多様性を確保

・３Ｒや廃棄物の適正な処理を推進

・ＣＯ2排出量削減に寄与するＩＴＳ

（高度道路交通システム）の整備、
パーク・アンド・ライド等を推進

コウノトリの保護活動

森林の維持・保全の取組（田上山百年の森づくり）

TDM施策の例

出典：国土交通省HP

太陽光発電導入計画支援研修事例官民連携による水ビジネスの海外展開

出典：関西経済連合会資料

多様な生物が生息する大台ヶ原

水素自動車（FCV）

出典：近畿地方整備局資料

大阪沖埋立処分場淀川のワンド再生大和川 柏原堰堤魚道

出典：近畿地方整備局HP

出典：神戸市 出典：関西電力（株）

自転車利用環境の整備
（自転車レーン）

出典：琵琶湖・淀川流域圏の再生計画より

出典：兵庫県 出典：近畿地方環境事務所資料

出典：近畿地方整備局HP
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出典：堺市

堺太陽光発電所
（堺市と関西電力との共同事業）

出典近畿地方環境事務所資料

リユースびん

出典：関西経済連合会

希少野生生物 アユモドキ

出典：近畿地方環境事務所資料


